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最近の国内景気は回復を続けている。公共投資は、基調として減少している。個人消費

は、雇用者所得の改善に伴い底堅い動きを示している。住宅投資は、好調に推移している。

設備投資は、企業収益が高水準を維持していることから増加している。また、輸出は海外経

済の好調を反映し増加している。

●個人消費
１１月の大型小売店販売額（既存店ベース、
前年比＋０．８％）は、２１ヶ月ぶりに前年実績
を上回った。百貨店（同＋３．１％）は衣料
品、飲食料品などが増加し、前年を上回っ
た。スーパー（同△０．９％）は、衣料品が前
年を上回ったものの、主力の飲食料品が減少
し、前年を下回った。
●鉱工業生産
１１月の鉱工業生産指数（平成１２年＝１００、季
節調整済）は１０３．５となり、前月比（＋１．４％）、
前年比（＋３．３％）ともに上昇した。前年比
では鉄鋼業や繊維工業などが低下したが、電
子部品・デバイス工業や電気機械工業などが
上昇した。

●住宅投資
１１月の新設住宅着工戸数は、１１１千戸（前
年比＋１２．６％）と前年実績を上回った。持家
（同＋６．４％）は１５ヶ月ぶりに増加し、貸家
（同＋１７．０％）は８ヶ月、分譲（同＋１２．２％）
は７ヶ月連続してそれぞれ増加した。４～１１
月の着工戸数累計は、８６７千戸（前年同期比
＋５．３％）となった。
●公共投資
１１月の公共工事請負金額は、９，６１０億円

（前年比△０．９％）となり、２ヶ月連続して前
年を下回った。４～１１月の請負累計額は、９
兆５，２３９億円（前年同期比△３．９％）となっ
た。

全国経済の動き

― １ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１１７／本文／００１　　　　　全国経済の動き  2006.02.01 09.59.18  Page 



-10

-5

0

5

-10

-5

0

5

-50

-30

-10

10

30

50

70

-70

-50

-30

-10

10

30
公共工事請負金額�（前年比増減率）� （前年比増減率）�

新設住宅着工戸数� （前年比増減率）�

鉱工業生産指数�

（前年比増減率）�大型小売店販売額�

（％）�

（％）�

（％）�

年月�

（％）�

年月�

9 10 1116/11 12 17/1 2 3 4 5 6 7 8

9 10 1116/11 12 17/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1116/11 12 17/1 2 3 4 5 6 7 8

9 10 1116/11 12 17/1 2 3 4 5 6 7 8 年月�

年月�

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■

最近の道内景気は、緩やかながらも改善している。公共投資は、国および地方自治体の財

政面での制約もあり減少している。設備投資は、大手製造業の設備投資が下支えしているが

多くの企業は慎重姿勢にある。個人消費は、気温の低下などから冬物商品が堅調に推移し、

持ち直しつつある。住宅投資は、着工戸数の増加が続いている。

●個人消費
１１月の大型小売店販売額（既存店ベース、
前年比△０．４％）は、４２ヶ月連続して前年を
下回った。百貨店（同＋０．９％）は、気温が
低めに推移したことなどから冬物衣料や身の
回り品などが増加し、前年を上回った。スー
パー（同△１．２％）は、主力の飲食料品など
が減少し、前年実績を下回った。
●鉱工業生産
１１月の鉱工業生産指数（平成１２年＝１００、季
節調整済）は８９．５となり、前月比（△０．２％）
では２ヶ月連続、前年比（△５．０％）では９
ヶ月連続してそれぞれ下回った。
前年比では、一般機械工業や電気機械工業
などが上昇し、化学工業や鉄鋼業などが低下
した。

●住宅投資
１１月の新設住宅着工戸数は６，３６２戸（前年
比＋５６．１％）となり、４ヶ月連続して前年実
績を上回った。持家（同＋８．３％）は１２ヶ月
ぶりに増加し、貸家（同＋６４．５％）および分
譲（同＋１０２．９％）はともに４ヶ月連続で前
年を上回った。４～１１月の着工戸数累計は、
４１，６７４戸（前年同期比＋１１．７％）となった。
●公共投資
１１月の公共工事請負金額は、４１５億円（前
年比△２４．５％）と２ヶ月連続で前年を下回っ
た。４～１１月の請負金額累計は９，０７８億円
（前年同期比△４．８％）となり、減少基調にあ
る。

道内経済の動き

― ２ ―
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１．平成１７年１０～１２月期実績

前期に比べ、売上DI（△１２）は１ポ

イント、利益DI（△２０）は３ポイントそ

れぞれ上昇し、業況の厳しさは和らいだ。

２．平成１８年１～３月期見通し

売上DI（△１３）は１ポイント低下す

るものの、利益DI（△１７）は３ポイン

ト上昇が見込まれる。業況は横ばい圏内

にとどまる見通しである。

３．当面する経営上の問題点

「売上不振」および「過当競争」（とも

に５１％）が半数を超えた。また「販売価

格低下」（４２％）は４割強となる一方、

「原材料価格上昇」（４０％）も４割を占め

るなど利益面で苦慮する企業が多い。

４．シニア層向けビジネスについて

「団塊の世代」を含めたシニア層向け

のビジネスについて、「有望である」と

する企業（３７％）は４割弱となった。半

面、「有望ではない」とする企業

（１９％）は２割弱である。一方「どちら

とも言えない」とする企業（４４％）は４

割台半ばとなった。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。
調査内容
�第１９回定例調査
（１７年１０～１２月期実績、１８年１～３月期見通し）
�シニア層向けビジネスについて
�平成１８年道内企業の業況見通し
判断時点
平成１８年１月上旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」―「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ５０６ １００．０％
札幌市 １８２ ３６．０ 道央は札幌市を除く石狩、後志、胆

振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １１９ ２３．５
道 南 ４０ ７．９ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ８５ １６．８ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部

道 東 ８０ １５．８ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ５０６ ６３．３％
製 造 業 ２２０ １３７ ６２．３
食 料 品 ８０ ３９ ４８．８
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２２ ６２．９
鉄鋼・金属製品・機械 ５５ ４０ ７２．７
そ の 他 の 製 造 業 ５０ ３６ ７２．０

非 製 造 業 ５８０ ３６９ ６３．６
建 設 業 １８０ １２２ ６７．８
卸 売 業 １００ ６１ ６１．０
小 売 業 １２０ ７４ ６１．７
運 輸 業 ７０ ４２ ６０．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２１ ７０．０
その他の非製造業 ８０ ４９ ６１．３

定例調査

業況の厳しさ和らぐ
第１９回道内企業の経営動向調査

要 約

調 査 要 項

― ３ ―
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1 平成１７年１０～１２月期実績（売上・利益）

前期に比べ、売上DI（△１２）は１ポイン

ト、利益DI（△２０）は３ポイントそれぞれ

上昇し、業況は低水準が続いているものの厳

しさは和らいだ。

売上では、前年同期に比べ「増加」した企

業（２６％、回答社数百分比、以下同じ）から

「減少」した企業（３８％）を差し引いたDI

（△１２）は、前期を１ポイント上回った。製

造業（△１）、非製造業（△１７）はともに１

ポイント上昇した。業種別では、鉄鋼・金属

製品・機械製造業や建設業などで上昇し、食

料品製造業、卸売業などで低下した。

利益では、「増加」した企業（２０％）から

「減少」した企業（４０％）を差し引いたDI

（△２０）は、前期を３ポイント上回った。製

造業（△４）は４ポイント、非製造業

（△２６）は３ポイントそれぞれ上昇した。業

種別にみると、製造業では、鉄鋼・金属製品

・機械製造業は低下したが他の３業種で上昇

した。非製造業では、建設業、ホテル・旅館

定例調査

― ４ ―
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２

３

４

５

業などで上昇したものの、卸売業、運輸業な

どで低下した。 （図１、図２、図３）

平成１８年１～３月期見通し（売上・利益）

売上DI（△１３）は１ポイント低下するも

のの、利益DI（△１７）は３ポイント上昇が

見込まれ、業況は横ばい圏内にとどまる見通

しである。

売上では、「増加見込み」企業（１８％）か

ら「減少見込み」企業（３１％）を差し引いた

DI（△１３）は、１０～１２月期実績より１ポイ

ント低下が見込まれる。製造業（△４）は３

ポイント低下するものの、非製造業（△１６）

は１ポイント上昇する見通しである。製造業

では、４業種いずれも低下する見通しであ

る。非製造業では、卸売業や運輸業などで上

昇が見込まれるほか、ホテル・旅館業ではプ

ラス水準に転じる見通しである。一方、建設

業、小売業などでは低下が見込まれる。利益

では、「増加見込み」企業（１６％）から「減

少見込み」企業（３３％）を差し引いたDI

（△１７）は、３ポイント上昇が見込まれる。

製造業では木材・木製品製造業の上昇が見込

まれるが、他の３業種で低下する見通しであ

る。一方、非製造業では、建設業が横ばいと

なるものの他の５業種で上昇する見通しであ

る。 （図１、図２、図３）

資金繰り、短期借入金の難易感など

資金繰り判断DI（「好転企業」－「悪化企

業」）の１０～１２月期実績（△４）は、前期同

水準となった。１～３月期見通し（△５）は

１ポイント低下が見込まれる。

短期借入金の借入難易感判断DI（「容易企

業」－「困難企業」）の１０～１２月期実績

（＋７）は前期同水準となった。１～３月期

見通し（＋３）は４ポイント低下が見込まれ

る。

在庫判断DI（「過多企業」－「過少企業」）

の１０～１２月期実績（＋５）は前期より２ポイ

ント低下し、在庫過剰感が幾分弱まった。１

～３月期見通し（＋２）は、さらに３ポイン

ト低下が見込まれる。（図４、図５、図６）

設備投資

１０～１２月期に設備投資を「実施した」企業

（２９％）は、前期に比べ１ポイント低下し

た。前年同時期比でも３ポイント低下した。

１～３月期見通しの「実施予定」企業

（２３％）は季節要因もあり６ポイント低下が

見込まれるが、前年同時期調査での「実施予

定」企業を２ポイント上回った。 （図７）

当面する経営上の問題点

当面する経営上の問題点（複数回答）とし

て、「売上不振」および「過当競争」（ともに

５１％）を挙げる企業が最多となった。「売上不

振」は、ホテル・旅館業で８割を超えるな

ど、非製造業（５３％）で５割強となった。ま

た製造業（４８％）でも木材・木製品製造業で

６割台半ばとなるなど、半数近くを占めた。

「過当競争」は建設業で７割を超えるなど、

非製造業（５９％）で６割弱となった。対照的

に製造業（２９％）では３割弱にとどまり、比

較的過当競争は少ない。続く「販売価格低

下」（４２％）は４割強となる一方、「原材料価

格上昇」（４０％）が４割を占めるなど利益確保

に苦慮する企業も多い。 （表１）
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全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�売上不振
①
５１

②
４８

②
５１

②
６４ ３５

①
５０

②
５３

②
５６

①
５４

③
４６

③
５５

①
８１

②
３９

�過当競争
①
５１ ２９ １５ ３２ ２８

③
４４

①
５９

①
７２

③
３９

①
６８

②
５７

③
５７

①
４３

�販売価格低下
③
４２

③
３７ ２３

③
４１

③
３８

①
５０

③
４４

③
４４

②
４１

②
４７ ３６

①
８１

③
３１

�原材料価格上昇 ４０
①
５８

①
５６

①
６８

①
７３ ３９ ３３ ２９ ３１ ３２

①
６２ ３３ ２２

�諸経費の増加 ３０ ３２
③
３８ ３２

②
４０ １７ ２９ ２４ ３０ ２４ ４０ ５２

③
３１

�価格引き下げ要請 ２１ ２９ ２６ ３２ ３０ ２８ １８ １９ ２８ １４ １４ ５ １６

�人件費増加 １４ １２ ８ ９ １３ １７ １５ １６ １６ ７ １２ ２９ １８

�設備不足 １０ １２ １３ － １５ １４ １０ ３ １０ ４ ２６ ２９ １２

	人手不足 ９ ４ ３ ５ ５ ６ １１ ９ ３ ７ １９ １９ １８


資金調達 ８ ６ １０ ９ ５ － １０ ９ ８ ８ １０ ２９ ６

�代金回収悪化 ６ ２ － － ５ ３ ７ ５ ２１ ５ － － ８

�その他 ２ ２ － － ５ － ２ １ ２ １ ２ － ６

〈表２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

１７年
１～３４～６７～９１０～１２

１８年
１～３
見通し

１７年
１～３４～６７～９１０～１２

１８年
１～３
見通し

１７年
１～３４～６７～９１０～１２

１８年
１～３
見通し

全 道 △１８ △１４ △１３ △１２ △１３ △２４ △２２ △２２ △２０ △１７ ２６ ３２ ３０ ２９ ２３（２６）

札幌市 △１４ △１８ △１１ △５ △１ △１９ △１４ △１８ △１３ △１ ２８ ３２ ３３ ３２ ２５（２７）

道 央 △１４ ９ ０ △１０ △６ △１７ △８ △１６ △２７ △２５ ２７ ４２ ３１ ３０ ２２（２４）

道 南 △２１ △２２ △３８ △１２ △１３ △３６ △３４ △４９ △２９ △２１ １７ ３０ １７ ２３ １０（３６）

道 北 △２４ △１９ △７ △１６ △２２ △３９ △３１ △２０ △８ △１７ ２８ ３３ ３３ ２８ ２９（１７）

道 東 △２９ △２７ △３１ △２９ △３６ △２６ △３９ △３４ △３３ △３７ ２０ ２０ ２７ ２６ ２３（３２）

（ ）内は設備投資未定企業

〈表１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位
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６ シニア層向けビジネスについて

昭和２２年から昭和２４年生まれのいわゆる

「団塊の世代」が来年（平成１９年）以降退職

し始めるが、「団塊の世代」を含めたシニア

層を企業はマーケットとしてどのようにみて

いるか、調査した。４割弱の道内企業がマー

ケットとして「有望である」としている。し

かし、「既に販売戦略をたてている」とする

企業は少数にとどまった。一方、有望か否か

「どちらとも言えない」とする企業は４割台

半ばとなった。シニア層に対して、戦略をた

てている企業は営業強化や新商品開発を重要

視している。

調査結果は以下の通りである。

（１）シニア層向けビジネスについて

企業に「団塊の世代」を含めたシニア層

は、マーケットとして有望か否か聞いた。

「有望である」とする企業（３７％）は４割

弱となった。特にホテル・旅館業では８割弱

に達するなど、シニア層向けビジネスに高い

関心を示している。また小売業、木材・木製

品製造業でも半数を超えた。反面「有望では

ない」とする企業（１９％）は２割弱となっ

た。一方、「どちらとも言えない」とする企

業（４４％）は４割台半ばと多数を占めた。シ

ニア層向けのビジネスについて、戦略を計り

かねている企業や、プラス面とマイナス面の

両面あり、とする企業も多い。（表３－１）

（２）シニア層向け販売戦略について

企業に「団塊の世代」を含めたシニア層向

けの販売戦略について聞いた。

「予定なし」とする企業（５８％）が６割弱

と最も多い。しかし、「既に戦略を立ててい

る」とした企業（６％）と「検討している」

とした企業（３６％）を合わせると、４割を超

える企業がシニア層向けビジネスに関心を持

っている。 （表３－２）

（３）具体的な対応策について

上記のシニア層向け販売戦略を「既に立て

ている」または「検討している」とした企業

に、具体的な方策を聞いた。

「シニア層向け営業の強化」とした企業

（５４％）が最多の５割台半ばとなった。続く

「シニア層向け新商品の開発」（４６％）は４割

台半ばとなった。ホテル・旅館業では「新商

品の開発」、また卸売業、小売業など流通関

連では、「営業の強化」に重点を置いてい

る。 （表３－３）

特別調査

― １０ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１１７／本文／００３～０１１　定例調査  2006.02.01 10.02.36  Page 10 



（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�有望である ３７ ２７ ４４ ５２ １０ １２ ４１ ３５ ３７ ５２ ２０ ７９ ４４

（有望） （１２）（９）（１４）（１９）（３）（３）（１４）（６）（１４）（２１）（１０）（３７）（１５）

（やや有望） （２５）（１８）（３０）（３３）（７）（９）（２７）（２９）（２３）（３１）（１０）（４２）（２９）

�有望ではない １９ １９ １６ １０ ２８ １８ １９ ２２ ２１ １１ ３１ ５ １９

�どちらとも言えない ４４ ５４ ４０ ３８ ６２ ７０ ４０ ４３ ４２ ３７ ４９ １６ ３７

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�既に立てている ６ ２ ― ― ３ ３ ７ ２ ５ １２ ８ １１ １５

�検討している ３６ ２６ ５０ ３５ １２ １２ ３９ ４０ ２２ ６０ １３ ８４ ３２

�予定なし ５８ ７２ ５０ ６５ ８５ ８５ ５４ ５８ ７３ ２８ ７９ ５ ５３

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�シニア層向け営業の強
化 ５４ ３６ １４ ２９ ５０ ６０ ５８ ６５ ７３ ６０ ７５ ３３ ３６

�シニア層向け新商品
（新サービス）の開発 ４６ ５８ ３６ ４３ ３３ ６０ ４４ ２４ ４７ ４０ ６３ ７８ ５９

�シニア層向け割引制度
の導入 ８ ― ― ― ― ― ９ ２ ― １０ ２５ ２８ ９

�その他 ５ ３ ― １４ ― ― ５ ８ ― ４ ― ― ９

特別調査

〈表３－１〉シニア層向けビジネスについて
（単位：％）

〈表３－２〉販売戦略について
（単位：％）

〈表３－３〉具体的な対応策について
（単位：％）
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1

２

１．平成１７年実績

１６年に比べ売上DI（△１８）はわずかに

上昇したものの、利益DI（△２３）は８ポ

イント低下し、利益面での厳しさが再び強

まった。

２．平成１８年見通し

売上DI（△６）は１２ポイント、利益DI

（△８）は１５ポイントそれぞれ上昇が見込

まれ、マイナス水準ながら年間の業況見通

しに期待感がみられる。

３．道内景気の見通し

１８年の道内景気について、景気見通し

DI（△２２）は低水準ながら１４ポイント上

昇が見込まれる。

４．売上・販売面で重視する項目

１８年の売上・販売面で重視する項目につ

いて、「顧客ニーズの的確な把握」（６２％）、

「人材の育成・強化」（５６％）、「営業方法の

見直し」（４２％）が上位に挙げられた。

５．先行きの懸念材料

企業が１８年の業況見通しを考慮するにあ

たり、懸念される材料を聞いた。「原油価格

の動向」（６６％）は約３分の２の企業が挙げ

たほか、「個人消費の動向」（５１％）は半数

を超え、「公共投資の動向」（４７％）も高い

ウエイトを占めた。

平成１７年実績（売上・利益）

１７年の道内企業の業況は、前年に比べ売上

DI（△１８）はわずかに上昇したものの、利

益DI（△２３）は８ポイント低下した。製造

業では売上は持ち直したが、非製造業は売

上、利益とも低下した。道内企業は競争の激

化や原油価格の高騰などから、利益面での厳

しさが再び強まった。

１７年の売上は、前年に比べ「増加」した企

業（２６％、回答社数百分比、以下同じ）から

「減少」した企業（４４％）を差し引いたDI

（△１８）は１ポイント上昇した。製造業

（△１）は９ポイント上昇したものの、非製

造業（△２４）は１ポイント低下した。業種別

では、食料品製造業がプラス水準に転じたほ

か建設業などが上昇した。半面、卸売業、小

売業、ホテル・旅館業などが低下した。

１７年の利益は、「増加」企業（２２％）から

「減少」企業（４５％）を差し引いたDI

（△２３）は、８ポイント低下した。製造業

（△９）は３ポイント、非製造業（△２８）は

１０ポイントそれぞれ低下した。業種別では、

食料品製造業、建設業などが幾分上昇し、卸

売業、小売業、運輸業などが低下した。

（図８、図９）

平成１８年見通し（売上・利益）

１８年の業況見通しは、売上DI（△６）では

１２ポイント、利益DI（△８）では１５ポイン

トそれぞれ上昇が見込まれ、年間見通しに期

特別調査

年間見通しに期待感
平成１８年道内企業の業況見通し

要 約

― １２ ―
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特別調査
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３

４

５

待感がみられる。製造業は売上、利益ともプ

ラス水準に転じる見込みとなり、非製造業は

売上、利益ともに二桁の上昇が見込まれる。

１８年の売上は、「増加見込み」の企業

（２２％）の企業から「減少見込み」の企業

（２８％）を差し引いたDI （△６）は１２ポイン

ト上昇する見込みである。製造業（＋１１）は

１２ポイント上昇しプラス水準に転じる見通し

となり、非製造業（△１３）もマイナス水準な

がら１１ポイント上昇が見込まれる。業種別で

は、建設業などの低下が見込まれるが、食料

品製造業、小売業など８業種で上昇が見込ま

れる。

１８年の利益は、「増加見込み」の企業

（２２％）から「減少見込み」の企業（３０％）

を差し引いたDI（△８）は、１５ポイント上

昇する見通しである。製造業（＋４）は１３ポ

イント上昇しプラス水準が見込まれるほか、

非製造業（△１２）も１６ポイント上昇が見込ま

れる。業種別では、建設業、鉄鋼・金属製品

・機械製造業の低下が見込まれる。一方、食

料品製造業および卸売業が大幅に上昇しプラ

ス水準が見込まれるなど、８業種で上昇する

見通しである。 （図８、図９）

資金繰り、短期借入金の難易感など

資金繰り判断DI（「好転企業」―「悪化企

業」）の１７年実績（△５）は、前年に比べ２

ポイント低下した。１８年見通し（△６）に大

きな変化はない。

短期借入金の難易感DI（「容易企業」－

「困難企業」）の１７年実績（＋５）は前年に比

べ２ポイント低下した。１８年見通し（△２）

は７ポイント低下が見込まれる。

在庫判断DI（「過多企業」―「過少企

業」）の１７年実績（＋２）は、前年並みであ

る。１８年見通し（△１）は３ポイント低下が

見込まれる。

雇用人員増減DI（「増加企業」－「減少企

業」）の１７年実績（△１１）は、前年に比べ

３ポイント持ち直したものの、従業員の抑制

傾向に変わりない。１８年見通し（△３）も抑

制基調に変わりないが、そのテンポは幾分弱

まる見込みである。

（図１０、図１１、図１２、図１３）

設備投資

１７年に設備投資を「実施した」企業

（４２％）は１ポイント上昇した。製造業

（４４％）はわずかに低下したが、非製造業

（４１％）はわずかに上昇した。業種別では、

「実施した」企業は小売業などで低下した

が、食料品製造業や卸売業などで上昇した。

１８年見通しでは、前年同時期調査に比べ「実

施予定」企業（２８％）は３ポイント上昇し、

「実施しない」企業（４４％）は７ポイント低

下した。一方、「未定」企業（２８％）は３割

弱を占め、模様眺めの企業も多い。（図１４）

道内景気の見通し

道内景気について、企業に１７年の判断と１８

年の見通しを聞いた。

１７年の景気判断DI（△３６）は、前年に比

べ３ポイント上昇したものの大幅なマイナス

にとどまり、道内経済が足踏みしたことを裏

付けている。前年に比べ「好転した」とみる

企業（２％）はわずかで「悪化した」とみる

企業（３８％）は４割弱、「横ばい」とみた企

業（６０％）は６割となった。

特別調査

― １４ ―
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全　　産　　業�
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６

７

１８年の景気見通しDI（△２２）は低水準な

がら１４ポイント上昇が見込まれる。道内景気

が「好転する」とみる企業（７％）は少数で

あるが幾分増加し、「悪化する」とみる企業

（２９％）は減少した。また「横ばい」とみる

企業（６４％）は６割台半ばとなった。（図１５）

売上・販売面で重視する項目

企業に１８年の売上・販売面で重視する項目

について、聞いた（複数回答）。

「顧客ニーズの的確な把握」（６２％）を挙げ

る企業が最多となり、続いて「人材の育成・

強化」（５６％）、「営業方法の見直し」（４２％）の

順となった。業種別に最も重視する項目をみ

ると、運輸業、ホテル・旅館業など６業種で

「顧客ニーズの的確な把握」がトップに挙げ

られた。経営環境の厳しさが続く中で、多数

の企業が消費者や販売先の要望に素早く応え

ようとしている。このほか、食料品製造業で

は「新商品（サービス）の開発」、卸売業で

は「人材の育成・強化」、ホテル・旅館業で

は「IT（ホームページ）の活用」などがいず

れも７割を超えた。 （表４）

先行きの懸念材料

企業が１８年の業況見通しを考慮するにあた

り、懸念される材料を聞いた（複数回答）。

「原油価格の動向」（６６％）を挙げる企業が

約３分の２に達した。続く「個人消費の動

向」（５１％）が半数を超え、「公共投資の動

向」（４７％）も高いウエイトを占めた。業種別

にみると、「原油価格の動向」は運輸業で大

半の企業が挙げたほか、鉄鋼・金属製品・機

械製造業で第１位となるなど全業種で上位に

挙げられた。「個人消費の動向」は食料品製造

業、小売業、ホテル・旅館業で、また「公共

投資の動向」は建設業でそれぞれトップに挙

げられた。このほか「物価の動向」（３４％）、

「金利の動向」（３２％）なども懸念する企業が

多い。 （表５）

特別調査
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＜図14＞  設備投資�
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特別調査

― １６ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１１７／本文／０１２～０１８　特別調査  2006.02.01 10.03.28  Page 16 



（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�顧客ニーズの的確な把
握

①
６２

①
５０

②
５６ ３２

③
４５

①
５８

①
６７

①
６７

②
６１

①
６５

①
７１

①
７１

①
６９

�人材の育成・強化
②
５６

②
４８

③
３９ ３２

①
６８

②
４７

②
５９

②
５６

①
７１

②
６０

②
５７ ５７

②
５３

�営業方法の見直し
③
４２

③
４３ ３６

①
４６

③
４５

②
４７

③
４２

③
５０

③
５１ ３４

③
４１ ３８ ２７

�同業他社の商品、サー
ビスとの差別化 ３７ ３４ ２６

②
４１ ３３ ４２ ３９ ２６ ３９

③
５１ ３６

③
６２

③
４１

�新商品（サービス）の
開発 ２９ ４２

①
７２

③
３６ ２８ ３１ ２３ １２ ４１ ２３ １２ ４８ ３１

�価格体系の見直し ２８ ３４ ３１ ２３
②
４８ ３１ ２６ ２１ ３１ １９ ３３ ４３ ２５

�IT（ホームページ等）
の活用 １８ １５ １８ １４ １３ １７ １９ １６ １６ １９ ５

①
７１ １６

�他社との業務提携 １４ １５ ５ ９ １３ ３１ １４ ２１ ８ ４ １９ ５ １６

	新たな事業への参入 １３ １１ ５ １４ １５ １１ １４ １４ １８ １１ ７ ５ ２２


その他 ２ ２ ３ ― ３ ― ２ １ ３ ４ ２ ― ―

〈表４〉売上・販売面で重視する項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位

特別調査

― １７ ―
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〈表５〉先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�原油価格の動向
①
６６

①
７２

②
６７

②
６８

①
８３

①
６７

①
６４

②
５８

②
５６

②
６８

①
９８

②
７６

②
４７

�個人消費の動向
②
５１

②
４８

①
８５ ４６ ２３

②
３９

②
５２ ３１

③
５１

①
７８

③
４１

①
８１

①
５９

�公共投資の動向
③
４７

③
４２ １０

③
５０

②
７０

②
３９

③
４９

①
７６ ４８ ２３

②
４３ １９

③
３７

�物価の動向 ３４ ３７
③
５６ １８ ２８ ３６ ３４ ２７ ４３

③
４６ ２１ ２９ ３３

�金利の動向 ３２ ３４ ２８ ４１ ３３ ３６ ３１ ３０
①
５７ ２４ ２４ １４ ２５

�民間設備投資の動向 ３０ ２７ ３ ５
③
６０ ３１ ３１

③
５２ ３１ １２ ２４ １４ ２０

�社会保障負担の増加 ２９ ３２ ３９ ３６ ２５ ３１ ２８ ２０ ２８ ３２ ３１
③
５２ ２７

�金融機関の融資姿勢 ２８ ２６ ２６ １４ ３８ １９ ２９ ３４ ３６ ２２ ２９ １９ ２０

	国と地方の財政改革
の動向 ２６ ２１ １０ １４ ３０ ２８ ２７ ４３ １８ １４ １９ ２９ ２７


住宅着工の動向 ２５ ２２ ―
①
８６ １０ １９ ２６ ４１ ３１ １６ １４ ５ １６

�定率減税変更の影響
（縮小・廃止） １７ ２０ １５ １８ ２３ ２２ １６ ７ １３ ２７ １４ ３３ １８

�中国経済の動向 １４ ２３ ２１ ３２ １８ ２８ １１ ４ ２０ １２ １７ １０ ８


規制緩和の動向 １３ １１ ８ ― １８ １４ １４ ８ １２ ８ ３８ １４ １８

�雇用の動向 １３ ７ １３ ― ５ ６ １５ ７ ２３ １６ １０ ２４ ２５

�為替の動向 １１ １５ ８
③
５０ ８ ８ ９ ２ １３ ２０ １２ ― ８

�地価の動向 １０ ６ ― １４ ５ ８ １１ １９ ８ ３ １０ ― １４

�政局の動向 ８ ７ ― ― ８ １７ ９ １５ ７ ７ ５ ５ ６

�株価の動向 ８ ７ ３ ５ １３ ６ ８ ７ １５ ７ ２ ５ ８

�アメリカ経済の動向 ７ ７ ８ ９ ８ ６ ７ ２ １０ １５ ７ １０ ４

�その他 １ １ ― ― ３ ― ２ ２ ― ３ ― ― ４

○内数字は業種内の順位

特別調査
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今回の調査では、業況にわずかながら明るさがうかがえました。しかし、先行きについて

は公共工事の減少や過当競争に加え原油価格の高止まりもあり、建設関連業界を中心に慎重

な姿勢が見られます。

「団塊の世代」の退職後を視野に入れたシニア層向けビジネスについては、「健康」、「安

全」などをキーワードにチャンスを拡げようとする企業が多く見られます。

以下に企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

１．業況および今後の方針

●＜製菓業＞景気が回復基調にある関東圏へ

の売上は増加傾向にあるが、道内での売上は

前年を下回る。また原油価格の高騰が続くな

か燃料費はもとより諸原料、包装資材も軒並

み値上がりしているため売上原価は上昇して

いる。一方で流通業界の価格競争を受け、販

売価格は値下げ圧力を受けている。

●＜建築用製材業＞輸入原料、国内輸送費用

等が値上がりしているが、販売価格に転嫁で

きないばかりか値下げ圧力をかけられている。

●＜商業施設用金属加工＞スーパー等の量販

店の新規出店や百貨店の定期的リニューアル

により受注が比較的安定している。また受注

はすべて特注なので、粗利益率が高い。

●＜農業用ハウス製造＞昨年（１６年）の雪害

と風害により農家の設備投資意欲が非常に低

い。また今年は作物の出来が良すぎて価格の

下落が続き、農家の収益率が悪化しており、

来年度以降も設備投資は減少すると思われる。

●＜寝具の製造加工業＞人口の過疎化と高齢

化により購買層が年々減少している。インタ

ーネット販売も始めているがまだ利益につな

がっていない。

●＜特殊車輛製造業＞少子化や社会不安の増

加、女性の社会進出に関係する子育て支援の

観点から、バス停留所で待つスタイルから戸

別送迎にシフトする傾向にある。変化に十分

対応できる商品構成・生産・販売体制を整え

たので、今後の躍進が期待できる。

●＜建設業＞アスベスト対策工事が増加する

と思われるが、特殊工事のため工事業者が限

定され、価格の設定が難しい。

●＜建設業＞工事施工期間が集中し、それに

伴う人手不足が生じるため工事原価にも多少

の影響が出てくる。

●＜住宅リフォーム業＞住宅リフォームトラ

ブル報道以来、売上不振が続いている。顧客

へのアフターフォローを強化して、販売に結

び付けていく。

●＜土木・舗装工事業＞売上の減少に加え、

原料の価格高騰など利益確保が困難である。

今後は人件費の見直しや外部委託等を視野に

入れる。また売上を維持していくためM&A

なども考えている。

経営のポイント

シニア層向けにビジネスチャンス
〈企業の生の声〉

― １９ ―
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●＜中古住宅販売＞リフォーム住宅販売業者

が増加している中で、自社施工及び仕入価格

を下げることにより、オリジナル色を打ち出

し差別化に取り組む。

●＜消防用設備施工＞平成１８年６月より、一

般新築住宅にも火災報知機の設置が義務付け

られる。また、特別老人ホーム、グループホ

ームの建築増加等も追い風になる。

●＜建設業＞今後住宅着工件数減少が予想さ

れるため、既存施工物件のリフォームまたは

リニューアルに力点をおく。

●＜婦人服卸売業＞インターネット販売を

し、成果を挙げている。全国相手なので大き

な販売市場である。

●＜小売業＞在庫を持って来店客を待って

も、消費者はインターネットやカタログで新

しい商品の情報を先取りし知識が豊富である。

●＜家具店＞新築需要に対して力を注ぎ、占

有率の向上を図った。新築住宅向けの占有率

は飛躍的に伸びたが、着工戸数の減少は頭の

痛い問題である。

●＜物産店＞札幌中心部に、郷土料理飲食店

を開設し、物産店と創作料理を提供すること

により相乗効果を高めることにした。ダイレ

クトメールで宣伝を徹底したい。

●＜運輸業＞公共事業および民間設備投資の

減少による業界の過当競争、価格の下落がこ

こ当分続くものと思われる。コストダウンし

て生き延びるしかない。

●＜農産物運輸業＞トラック運送業界は運賃

低迷に加え、環境・安全規制の強化によるコ

スト上昇、原油価格高騰による燃料費の大幅

増加等、大変厳しい状況にある。

●＜運輸業＞公共事業削減の影響もあって、

主力荷主の動きは鈍い。燃料油脂費の上昇

は、収益を大幅に悪化させている。節約で対

応できる状況にない。環境の変化によって上

昇したコストを吸収できる適切な運賃を実現

すべく値上げ交渉を行う。

●＜バス会社＞乗合部門は、過疎化による人

口の減少やマイカーの普及などで不採算路線

の維持は厳しい。今後の国・北海道の補助制

度の動向によっては、路線廃止もやむを得な

い状況にある。貸切部門は規制緩和後の事業

者の増加に伴い、過当競争が一段と厳しく、

運賃の下落が目立ち、稼動は前年並みでも収

入が伴わない。また軽油価格の高騰による経

費の増加が著しいが、運賃に転嫁出来ず、他

の経費節減にも限界がある。

●＜都市ホテル＞同業者の低価格攻勢と結婚

式に対する顧客の考え方が変わり苦戦してい

る。市場の掘り起こしと、バス送迎を組み込

んだ商品を開発中。客室内の高速インターネ

ット対応や主婦向けランチなどを企画し小宴

会場の稼働率アップを進める。

２．シニア層に対する具体的な対応策

●＜水産加工業＞少子高齢化社会に向け、シ

ニア層向けの商品開発に力を入れたい。現

在、商工会議所が進めるシニア市場開拓研究

会に入会し勉強中である。

経営のポイント

― ２０ ―
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●＜かまぼこ製造業＞食べ物の人気度は、マ

スコミで取り上げられると影響が大きい。「安

心、安全、健康に良い」を柱に販売促進して

いる。出来合いの食事が多くなっているた

め、良質の素材をシニア向けに料理するなど

一層の工夫が必要である。

●＜特殊車輛製造業＞団塊の世代向けビジネ

スとして、余暇時間を有効活用した自作キャ

ンピングカーの製作教室の運営や低価格キャ

ンピングカーの開発・販売などを検討中であ

る。また高齢化社会へ向け、身体機能の低下

した高齢者向けの車両の開発や、送迎の質の

向上を目指したバスの開発等も検討中である。

●＜建設業＞団塊世代層向けに、老後の「住」

に関する相談窓口としての体制を考えている。

●＜住宅建築業＞当社は親子同居住宅の建築

が多く、今後もこの分野に重点を置き、なお

一層の営業努力と見学会に力を入れたい。

●＜建設業＞シニア層、特に退職者向け住宅

分譲地の開発を推進する。またバリアフリー

など高齢者住宅対応としてのリフォーム事業

に力点を置く。

●＜中古住宅販売＞除雪等の問題より戸建か

らマンションへの需要が流れる中、プラスア

ルファーを提案できる中古マンションを販売

することを検討している。

●＜分譲マンション販売＞高齢化に拍車がか

かり、今後７年くらいはシニア向け商品が順

調に売れると考えられる。しかし設備を増や

してもその先の需要は減退するので、極端な

事業シフトは考えていない。

●＜建材卸売業＞シニア層を対象とした住宅

や福祉施設は必然的に増加すると考えられ

る。業界にとっては需要の増加を期待できる。

●＜スポーツ用品店＞ウォーキングシューズ

販売を強化する。ウォーキング指導者やシュ

ーフィッターの資格取得など人材を育成する。

●＜家電製品販売＞最近のデジタル家電の取

扱い方には、操作が難解なため親切に説明す

ることで顧客満足度を上げたい。

●＜家具店＞すわり心地がいいソファーや寝

心地のよいベッドなど、より個性的で質感や

機能性の高い商品を充実させる。

●＜コンビニエンスストア＞近隣への配達は

高齢者から好評である。今後は要望も取入れ

よりよいサービスの提供を検討したい。

●＜タクシー会社＞７０歳以上の高齢者の増加

は、利用客の増加に結びつくと思われる。

●＜都市ホテル＞インターネットで集客を図

りながら、温泉、風呂の施設充実に力を入れ

る。これからは、高齢社会に対応し投資をし

なければならない。食に関しても健康に関心

のあるシニア層を惹きつけていきたい。

●＜都市ホテル＞クラス会等の売り込みのた

めに、貸切宴会プラン等を企画中。宴会終了

後には客室を談話室として利用でき、時間を

気にせずくつろいでもらえるようにする。

経営のポイント
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●＜自動車修理業＞シニア層は高品質、高サ

ービスを求める世代と考えている。ユーザー

の生活に合わせた提案型サービスを行ってい

く。また、自動車レンタルサービスを強化し

たい。

３．年間の業況見通しと重視項目

●＜製材業＞同業他社の減少に加え業務も地

元に集中しており、業況は好転すると思われる。

●＜木材建具製造＞社会保障負担の増加と増

税ラッシュで消費も冷え込み、住宅着工も減

ると思われる。あえて次のステップを期待し

て事業を前向きに考えるために、工場の整備

に取りかかる予定である。

●＜鉄骨製造業＞関東を中心に仕事を行って

いるため、道内ほどの落ち込みはない。

●＜型枠専門工事業＞札幌市内の建築物の高

さ制限導入や公共事業の減少に伴い施工量全

体が少なくなると思う。

●＜土木工事業＞従来からの取引先の建築業

者等の顧客を中心とした営業活動に加え新規

顧客の開拓等を展開していきたい。PCBの処

理設備の建設工事も始まるので、この受注に

も期待している。

●＜分譲マンション販売＞地方都市での百貨

店、スーパーの相次ぐ閉鎖は、低迷する地方

経済に冷や水を浴びせている。また公務員の

給与カットも始まり、高額商品は厳しい局面

にさらされる。

●＜電気工事業＞税負担、社会保障負担の増

加に伴う景況の悪化は深刻な問題である。如

何に労働者のモチベーションを持続させ、企

業の負担を軽減できるかが勝負である。

●＜建設業＞公共事業大幅削減は避けられず

道内景気は悪くなっても良くはならない。当

社も売上減少は避けられないが、一層の営業

強化、公共工事に頼らない民間工事受注、道

外進出等、多様な事業で受注を確保し、生き

残りを図る。

●＜食料品店＞店で待つだけの販売から、注

文をいただく御用聞きを少しずつ行いたい。

高齢化社会に向けて販売方法も変えていかな

ければならない。

●＜土産物品店＞観光業界においては世界遺

産に認定された知床への入り込みが期待され

るため、「知床」関連商材の拡販に注力したい。

●＜農産物運輸業＞一次産品を輸送主体とし

ているものの、農産物の契約栽培や農業の法

人化等で物流が変化し、物量にも大きく影響

してくる。加えて軽油価格の高騰分を輸送単

価に転嫁できず、きわめて困難な経営を強い

られるであろう。

●＜陸上貨物輸送業＞売上高の大幅な増加は

望めないので、新型車導入による省エネ効

果、バーコード管理による出荷作業及び事務

処理の大幅な省力化によるコストの削減を目

指す。

経営のポイント

― ２２ ―
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「道の駅」は複合機能を持った休憩施設であるとともに地域振興の拠点となりうる施設であ

る。道内には平成１７年８月に登録された６駅を加えて９２ヶ所の道の駅がある。これは全国（８３０

ヶ所）の１１％を占めている。道の駅は大勢の人が集まるところであり、観光の拠点や特産品を販

売する場などとして地元の期待は非常に大きい。

「道の駅」とは

道の駅とは、市民団体が「道路にも鉄道の駅のような

憩える場を」と提唱したことがきっかけとなり、平成５

年２月に建設省（現：国土交通省）に設けられた「道の

駅懇談会」の提言に基づき制度化された複合機能型休憩

施設である。

道路利用者のための「休憩機能」、道路利用者や地域

の方々のための「情報発信機能」、そして「道の駅」を

きっかけに町と町とが手を結び活力ある地域づくりを共

に行うための「地域の連携機能」の３機能を併せ持つ休

憩施設である。

また、道の駅の増加に伴い上記の３機能に加えて「防

災機能」などの役割を果たしている。

※「防災機能」～地震や津波など発生時の救援拠点など

の機能。

設置基準

道の駅として登録されるためには一定の基準をクリアしなければならない。国土交通省の設置

基準は、次のとおりである。

①設置者

・市町村または市町村に代わり得る公的な団体（以下、市町村等）

※ 道の駅には整備上、単独型と一体型がある。

単独型…市町村等が単独で整備する。レストランや売店などの地域振興施設等に加えて駐車

場等も市町村等が整備する（案内標識は道路管理者が設置）。

一体型…地域振興施設等を市町村等が、駐車場等の一部を道路管理者が整備する。

②施設位置

・休憩施設としての利用のしやすさ、道の駅相互の機能分担の観点から、適切な位置に配置して

いること。

レポート

地域振興の拠点として期待される「道の駅」

■道の駅の概念図

防災機能＋

休憩機能

地域とともにつくる
個性豊かなにぎわいの場

情報発信機能 地域の連携機能

資料：国土交通省HP

― ２３ ―
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■施設イメージ

資料：国土交通省HP

駐車場、トイレ、案内

板などの施設

（道路管理者が整備）

道路・地域情報提供施設
休憩施設

地域振興施設
トイレ

文化教養施設、観光レクリエーション施設な

どの地域振興施設、休憩所、トイレ、駐車場

（市町村等が整備）

市町村等� 道路管理者�

※市町村等が、単独で整備した施設については、｢道の駅｣のコ�
ンセプトを満たす施設であれば、当該施設の存する都道府県の�
関連する道路管理者が推薦することを証する資料を添えて申請�
し、整備することが可能　　�

地域振興施設等の計画･構想�

コンセプト･施設計画等の調整�
｢道の駅｣に関する協定�

｢道の駅｣の整備計画策定�

市町村及び道路管理者が共同�
整備する施設等の整備�

登録�

休憩施設の計画･構想�

｢道の駅｣OPEN

道路管理者が整備する駐車�
場等の休憩施設等の整備�
�
� 市町村等が単独で�

整備する施設�

市町村等が整備する�
地域振興施設等の整備�

■「道の駅」が出来るまで

資料：国土交通省HP

③提供するサービス

・駐車場、トイレ、電話が２４時間利用可能であること。

・休憩目的の利用者が無料で利用できる十分な容量の駐車場があること。駐車台数は概ね２０台

（大型車用は２台分に換算）以上。

・清潔なトイレ。水洗式で便器数が概ね１０器以上で障害者用も設置していること。

・駐車場とトイレを結ぶ主要な歩行経路はバリアフリー化を図り、歩行経路以外も極力バリアフ

リーとすること。

・道路情報、地域情報などを提供する案内所または案内コーナーがあること。

設置手続き

道の駅の設置は、市町村等が整備計画を策定し、当該施設の一般国道または都道府県道の道路

管理者を経由して道路局長に提出する。

道路局長は申請に基づき審査し、基準に合致していれば、登録証が交付される。

レポート

― ２４ ―
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資料：北海道地区「道の駅連絡会」へのヒアリングから北洋銀行作成

■平成１６年入込み数

年間 １，０００千人～１，５００千人（順不同）

道の駅名 市町村 考えられる要因

望洋中山 喜茂別町 ・近隣に競合施設がない。
・名物特産品がある。（あげいもなど）

フォーレスト２７６大滝 大滝村 ・団体観光バスの立ち寄りルート。
・豊富な土産品と豪華なトイレ。

マオイの丘公園 長沼町 ・札幌から近い。
・農産物の直売所が人気。

ニセコビュープラザ ニセコ町 ・地元野菜の直売所。
・リゾート地に立地。

ぐるっとパノラマ美幌峠 美幌町 ・美幌峠の頂上付近にあり、絶景。
・団体観光バスの立ち寄りルート。

「道の駅」のタイプ

道の駅は２４時間利用可能な無料で十分な駐車場や清潔なトイレ、道路・地域情報を提供できる

案内所などの設置条件を満たしていれば登録可能なことから、様々な道の駅が出来てきている。

そのなかで公共サービスの提供のみを重視するか、その機能にプラスして地域活性化あるいは事

業採算性を重視するかという事業スタンスによって大きく２つのタイプに分けられる。

①公共サービス型 …休憩、トイレ、自販機など最低限のサービスを行い、運営リスクも最低限

とする。

②地域活性化施設型…地域振興、観光振興の拠点としての役割を担い、事業採算も重視する。

（①＋地域活性化機能）

道内の道の駅においては、設備投資金額や維持管理費の経済的観点および地域活性化を目的と

して、「地域活性化施設型」が多くなってきている。

道内の「道の駅」の入込み状況

道の駅の利用者数は、面している道路の交通量に大きく影響を受ける。一般に、交通量の多い

道の駅の利用客は多く、交通量の少ない道の駅の利用客は少ない。

道内においても幹線に面している規模の大きな道の駅での入込み数が多い。北海道地区「道の

駅連絡会」によると年間１，０００千人～１，５００千人（平成１６年）の入込みがある道の駅は５ヶ所であ

り、いずれも交通の要衝に位置している。

また、地元特産品を販売するなど特色のある道の駅の入込み客数も多い。「望洋中山」の“あげ

いも”や「ニセコビュープラザ」の“地元野菜の直売所”などは有名である。

レポート

― ２５ ―
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「道の駅」設置および運営のポイント

道の駅は休憩施設などの公共サービス的な役割も担っているが、設備投資資金の回収や施設運

営コストを賄うための収入を得ることが必要である。公共サービス型での施設でも少なくとも年

間数百万円の費用はかかる。運営を成功させるポイントは次の通りと考えられる。

①交通量 何と言っても交通量が多いほうが良い。ただ、交通量が多いからと言って何

をやってもうまくいくとは限らない。

②マーケティング 施設規模、施設メニューを策定するためには利用客数の見込み、ニーズをつ

かむ必要がある。

③コンセプト（基本的な考え方）

施設全体のコンセプトが必要。コンセプトがしっかりしていないと、施設メ

ニューや動線などに問題が生じる可能性が高い。

④運営体制 運営は、柔軟な対応が可能な民間主体で考えるべきである。

⑤トイレの清潔感 特に女性には清潔なトイレが重要。道の駅の基本は、トイレである。

⑥特産品、独自コンテンツ

人気の道の駅には地元の農産物などの特産品がある。「ライスランドふかが

わ」のように地元のお米に付加価値をつけた釜飯などのヒット商品が人気を

呼ぶ。

⑦テイクアウトメニュー

ファーストフードへのニーズも強い。望洋中山の「あげいも」や地元の牛乳

を使った「アイスクリーム」などの商品の人気は高い。

⑧地域活性化の拠点

市町村、商工会議所（商工会）、JA、漁協など各団体が協力し、地域一体と

なって魅力のある施設、商品を構成する。また、絶好の地域の情報発信拠点

として認識することが必要である。

レポート

― ２６ ―
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年月

（邦暦）

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１３年度 ９２．８ △６．６ ９０．８ △９．１ ９４．６ △４．９ ９１．６ △８．４ ９１．７ △３．７ ９１．８ △６．１
１４年度 ９４．２ １．５ ９３．３ ２．８ ９６．１ １．６ ９４．８ ３．５ ９１．０ △０．８ ８６．５ △５．８
１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．４ ０．３ １００．６ ４．１ ９５．１ ０．１ １０２．６ ３．８ ８７．６ △０．２ ８７．７ ２．７

１６年７～９月 ９４．４ ０．４ １００．７ ６．４ ９４．７ ０．０ １０３．０ ６．３ ８９．８ △４．７ ９１．５ ０．８
１０～１２月 ９４．７ ０．３ ９９．８ １．８ ９４．８ △０．９ １０２．１ １．６ ９２．４ １．１ ８９．５ △０．３

１７年１～３月 ９５．３ ０．５ １０１．５ １．４ ９７．２ ２．７ １０２．５ ０．６ ９０．１ △０．２ ９２．３ ２．７
４～６月 ９０．１ △４．０ １０１．１ ０．３ ９１．０ △３．６ １０３．５ ０．２ ８９．２ △０．７ ９２．２ ２．４
７～９月 ９０．０ △４．６ １００．９ ０．１ ９１．５ △３．４ １０３．７ ０．６ ９１．８ ２．３ ９４．５ ３．３

１６年 １１月 ９４．２ △０．１ １００．２ ４．４ ９４．６ △０．８ １０２．３ ５．１ ９１．４ ０．２ ９０．８ △０．３
１２月 ９４．６ ０．４ １００．０ １．９ ９４．３ ０．２ １０２．０ １．１ ９２．４ １．１ ８９．５ △０．３

１７年 １月 ９６．８ １．１ １０３．２ ２．０ ９７．３ ２．３ １０４．３ ０．４ ９２．２ ０．３ ９１．４ ２．５
２月 ９６．５ １．３ １００．８ １．０ ９７．９ ３．３ １０１．３ △０．１ ９１．８ ０．２ ９２．６ ３．３
３月 ９２．５ △０．６ １００．６ １．２ ９６．３ ２．７ １０２．０ １．４ ９０．１ △０．２ ９２．３ ２．７
４月 ９２．９ △２．４ １０２．５ ０．３ ９４．２ ０．１ １０４．８ ０．６ ８９．３ △１．８ ９２．３ １．１
５月 ８８．１ △４．１ ９９．６ ０．３ ８８．６ △３．９ １０１．７ △０．６ ８８．３ △３．０ ９２．４ ２．８
６月 ８９．２ △５．５ １０１．２ ０．２ ９０．２ △６．９ １０４．０ ０．６ ８９．２ △０．７ ９２．２ ２．４
７月 ８９．４ △６．１ １００．０ △２．３ ９２．１ △４．７ １０２．４ △２．６ ８９．３ △０．１ ９２．７ ５．１
８月 ８９．４ △６．２ １０１．１ １．５ ９０．３ △４．３ １０４．７ ３．３ ８９．４ △０．２ ９３．７ ４．２
９月 ９１．１ △１．７ １０１．５ １．２ ９２．１ △１．１ １０３．９ １．３ ９１．８ ２．３ ９４．５ ３．３
１０月 ８９．７ △６．０ １０２．１ ３．０ ９１．３ △４．４ １０５．９ ３．９ ９０．８ ０．３ ９２．９ ２．６
１１月 ８９．５ △５．０ １０３．５ ３．３ ９１．１ △３．７ １０６．２ ３．８ ９０．４ △１．１ ９４．３ ３．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。

年月

（邦暦）

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１３年度 １，０４９，６４３ △３．６ ２２２，２１１ △２．９ ４１０，４００ △０．８ ９５，７６０ △０．３ ６３９，２４３ △５．４ １２６，４５１ △４．８
１４年度 １，０４８，００９ △３．３ ２２０，４１３ △２．０ ３８８，５７４ △３．７ ９３，１５１ △２．３ ６５９，４３４ △３．１ １２７，２６２ △１．７
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８２９ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８６３ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６７ △４．１

１６年７～９月 ２４４，３４９ △３．７ ５１，８６２ △３．４ ８６，１８６ △４．０ ２０，７４０ △３．０ １５８，１６３ △３．６ ３１，１２１ △３．７
１０～１２月 ２７５，７５３ △５．２ ５８，４０９ △４．５ １０２，３８９ △４．９ ２５，０２２ △３．８ １７３，３６４ △５．４ ３３，３８７ △５．１

１７年１～３月 ２４２，２４４ △４．６ ５１，９１４ △４．０ ８７，７９５ △４．４ ２１，２２９ △３．０ １５４，４４９ △４．７ ３０，６８５ △４．７
４～６月 ２４１，７６５ △３．３ ５１，４４７ △２．４ ８３，３８８ △２．５ ２０，６３８ △０．４ １５８，３７７ △３．８ ３０，８０９ △３．８
７～９月 ２３７，４５０ △３．９ ５１，４３５ △２．４ ８３，９９６ △２．５ ２０，６１２ △０．１ １５３，４５４ △４．７ ３０，８２３ △４．０

１６年 １１月 ８０，４３８ △８．２ １７，６１０ △５．３ ２９，６５０ △７．６ ７，４９１ △５．４ ５０，７８８ △８．６ １０，１１９ △５．２
１２月 １１１，７３４ △４．０ ２２，９６６ △４．２ ４２，０７３ △４．３ １０，２０８ △２．８ ６９，６６１ △３．８ １２，７５７ △５．３

１７年 １月 ８５，８８９ △２．７ １９，３０５ △１．２ ３１，０９０ △２．３ ７，８３６ ０．７ ５４，７９９ △３．０ １１，４６９ △２．６
２月 ６９，５９０ △７．４ １５，１６７ △６．７ ２４，２０４ △６．８ ５，８８９ △７．２ ４５，３８６ △７．８ ９，２７８ △６．３
３月 ８６，７６５ △４．０ １７，４４２ △４．５ ３２，５０１ △４．５ ７，５０３ △３．２ ５４，２６４ △３．８ ９，９３９ △５．５
４月 ８１，６９９ △２．０ １７，１４８ △２．３ ２８，６９１ △１．８ ６，９１７ △０．５ ５３，００８ △２．２ １０，２３１ △３．６
５月 ８０，６０６ △５．０ １７，１５５ △３．１ ２７，０１０ △４．１ ６，８４８ △１．４ ５３，５９６ △５．５ １０，３０７ △４．２
６月 ７９，４６０ △３．２ １７，１４４ △１．９ ２７，６８７ △１．７ ６，８７３ △０．７ ５１，７７３ △３．６ １０，２７２ △３．６
７月 ８４，６３７ △３．２ １９，２８０ △１．７ ３１，４６３ △２．０ ８，５１０ ０．６ ５３，１７４ △３．９ １０，７７０ △３．４
８月 ７６，６９８ △４．５ １６，３２３ △３．０ ２４，９２２ △４．１ ５，８２８ △１．１ ５１，７７６ △４．７ １０，４９５ △４．０
９月 ７６，１１４ △４．１ １５，８３２ △２．７ ２７，６１１ △１．７ ６，２７５ ０．０ ４８，５０３ △５．５ ９，５５７ △４．５
１０月 ８１，０７９ △４．９ １７，４８６ △３．３ ３０，０４１ △２．０ ７，２８３ △０．４ ５１，０３８ △６．６ １０，２０３ △５．４
１１月 ８０，６４５ △０．４ １７，９４１ ０．８ ２９，０３９ ０．９ ７，６９７ ３．１ ５１，６０６ △１．２ １０，２４５ △０．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。

主要経済指標（１）

― ２７ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１１７／本文／０２７～０２９　主要経済指標（北洋）  2006.01.30 14.24.40 



年月

（邦暦）

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１３年度 ４１９，９７９ △２．９ ６８，８３７ △１．７ ９８．９ △１．１ ９８．９ △１．０ １２５．１３ １１，１３４
１４年度 ４２０，６７８ △２．２ ７０，２７９ △１．８ ９８．２ △０．７ ９８．３ △０．６ １２１．９０ ７，９７３
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９７．９ △０．３ ９８．１ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ ９８．２ ０．４ ９８．０ ０．０ １０７．４９ １１，６６９

１６年７～９月 １１４，７６０ ２．６ １９，３８７ １．１ ９８．２ ０．３ ９８．１ △０．１ １０９．９１ １０，８２４
１０～１２月 １０６，７９２ △１．５ １８，４５８ △１．１ ９８．７ １．０ ９８．５ ０．５ １０５．８９ １１，４８９

１７年１～３月 ９６，００５ △２．９ １７，１８３ △２．１ ９７．９ ０．３ ９７．６ △０．２ １０４．４７ １１，６６９
４～６月 １０２，５１０ △２．８ １８，２９３ △１．５ ９８．３ ０．１ ９７．９ △０．１ １０７．６３ １１，５８４
７～９月 １１３，１７４ △１．８ １９，６５４ △２．３ ９８．０ △０．２ ９７．８ △０．３ １１１．２４ １３，５７４

１６年 １１月 ３４，０２１ △２．４ ５，９５５ △１．３ ９８．８ １．３ ９８．６ ０．８ １０４．９０ １０，８９９
１２月 ３７，１５９ △１．１ ６，３９４ △０．９ ９８．６ ０．８ ９８．１ ０．２ １０３．８４ １１，４８９

１７年 １月 ３２，５８６ △２．０ ５，７１９ △１．９ ９８．０ ０．５ ９７．６ △０．１ １０３．２１ １１，３８８
２月 ２９，９３１ △３．３ ５，３３４ △２．８ ９７．６ ０．０ ９７．４ △０．３ １０４．８８ １１，７４１
３月 ３３，４８８ △３．３ ６，１３０ △１．５ ９８．１ ０．３ ９７．７ △０．２ １０５．３１ １１，６６９
４月 ３２，６３７ △３．２ ６，０４３ △１．２ ９８．２ ０．２ ９７．９ ０．０ １０７．３６ １１，００９
５月 ３４，５１２ △３．５ ６，１２０ △２．０ ９８．６ ０．５ ９８．２ ０．２ １０６．９１ １１，２９７
６月 ３５，３６１ △１．８ ６，１３０ △１．６ ９８．１ △０．３ ９７．７ △０．５ １０８．６３ １１，５８４
７月 ３７，９６０ △４．８ ６，６７８ △４．９ ９７．９ △０．１ ９７．６ △０．３ １１１．９３ １１，９００
８月 ３９，６４５ △２．９ ６，７５９ △１．４ ９８．０ △０．２ ９７．７ △０．３ １１０．７２ １２，４１４
９月 ３５，５６９ △１．８ ６，２１７ △０．３ ９８．２ △０．２ ９８．０ △０．３ １１１．０６ １３，５７４
１０月 ３５，００８ △３．５ ６，１４２ △３．０ ９８．４ △０．３ ９８．１ △０．７ １１４．８２ １３，６０７
１１月 ３３，３４３ △３．８ ５，９２３ △３．９ ９８．３ △０．５ ９７．８ △０．８ １１８．４１ １４，８７２

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■北海道の消費者物価指数の年度計数は暦年 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

（邦暦）

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１３年度 ２００，５９３ △１．７ ５４，４１６ △２．６ １０１，５５６ △２．７ ４４，６２１ ２．０ ４，７３８，７０１ △１．７
１４年度 ２０１，０７０ ０．２ ４６，３００ △１４．９ １０６，９３４ ５．３ ４７，８３６ ７．２ ４，８５５，６６３ ２．５
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，０８８ △２．２ ５１，１４７ △２．０ ９０，０２３ △２．２ ４７，９１８ △２．３ ４，７４１，４２１ ０．２

１６年７～９月 ４７，２４４ △０．４ １３，４４０ ２．３ ２２，４３９ △１．２ １１，３６５ △２．２ １，１７７，２３３ ２．３
１０～１２月 ４０，２０４ ０．８ １０，８９８ △３．６ １８，９９７ ６．１ １０，３０９ △３．５ １，１１０，９８２ ３．２

１７年１～３月 ５５，７２４ △３．７ １４，４３９ △９．０ ２７，３６６ １．０ １３，９１９ △６．５ １，４４７，５３２ △１．３
４～６月 ４７，９３０ ４．４ １２，１４１ △１．９ ２３，２３２ ９．５ １２，５５７ １．９ １，０８９，９３８ ８．４
７～９月 ４６，１９９ △２．２ １１，４９４ △１４．５ ２２，６２８ ０．８ １２，０７７ ６．３ １，１６９，２５６ △０．７

１６年 １１月 １４，７３４ ８．９ ４，１１５ １０．７ ７，０４６ １３．６ ３，５７３ △０．９ ３９０，１３４ ９．７
１２月 １２，０３５ ０．０ ３，４７０ △７．４ ５，２８２ ４．０ ３，２８３ ２．４ ３７１，３７４ ５．６

１７年 １月 １０，７４７ ０．７ ２，８３６ △１１．６ ５，１３２ １２．１ ２，７７９ △３．８ ３２３，７５４ △１．２
２月 １４，７２５ △３．７ ３，６６８ △１４．０ ７，０３３ １．９ ４，０２４ △２．４ ４４０，０１６ △０．４
３月 ３０，２５２ △５．２ ７，９３５ △５．５ １５，２０１ △２．７ ７，１１６ △９．６ ６８３，７６２ △１．９
４月 １５，２８７ ４．４ ３，７６７ △１．３ ７，３３６ １２．８ ４，１８４ △３．３ ３２９，００４ ９．０
５月 １４，５７１ ４．７ ３，８３０ △０．６ ６，８１９ １０．３ ３，９２２ １．０ ３４４，１５５ ７．９
６月 １８，０７２ ４．２ ４，５４４ △３．３ ９，０７７ ６．３ ４，４５１ ８．２ ４１６，７７９ ８．３
７月 １７，０００ △５．４ ４，３７１ △１４．５ ８，３６９ △７．１ ４，２６０ １０．８ ４２１，６４１ △２．１
８月 １１，７６９ ０．２ ２，８３０ △１３．３ ５，９１１ ４．３ ３，０２８ ７．６ ２９０，４６５ △０．３
９月 １７，４３０ △０．５ ４，２９３ △１５．２ ８，３４８ ７．６ ４，７８９ １．８ ４５７，１５０ ０．４
１０月 １３，１０８ △２．４ ３，０３７ △８．３ ６，３３８ △５．０ ３，７３３ ８．１ ３４３，９９２ △１．６
１１月 １３，３８８ △９．１ ３，２９３ △２０．０ ６，３４８ △９．９ ３，７４７ ４．９ ３６４，６３５ △６．５

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２８ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１１７／本文／０２７～０２９　主要経済指標（北洋）  2006.01.30 14.24.40 



年月

（邦暦）

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１３年度 ４７，８８１ △４．０ １１，７３２ △３．３ １，６４０，６３０ △５．７ １９２，９７６ △７．８ １０６，６２３ △１２．６
１４年度 ４８，７９９ １．９ １１，４５６ △２．４ １，４６４，９９８ △１０．７ １７９，０８０ △７．２ １０２，６６４ △３．７
１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５

１６年７～９月 １３，８７７ ５．０ ３，１６８ ９．４ ３７３，４６６ △５．６ ３９，０１３ △１２．４ ２８，８４７ ３．８
１０～１２月 １２，０４０ △９．０ ３，０３６ △０．１ １７６，３３６ △１．４ ３１，３０６ △１５．２ ２８，０８２ １．１

１７年１～３月 ７，１１６ △１２．７ ２，７１０ １．５ １４０，３３２ △２０．１ ２９，２１２ △５．５ ３３，０５９ ９．４
４～６月 １４，６５７ △３．０ ３，０７８ ２．０ ４４０，２９９ １．９ ３５，３９２ △６．４ ２８，８７５ ２．０
７～９月 １４，６５１ ５．６ ３，３２６ ５．０ ３５３，４７８ △５．４ ３７，８５７ △３．０ ３１，３５１ ８．７

１６年 １１月 ４，０７６ △１８．０ ９８６ ０．２ ５４，９２６ １１．２ ９，６９７ △４．２ ９，８５７ １５．１
１２月 ３，７３５ △１３．５ ９８８ △２．０ ２８，３４１ △２６．９ ９，０５１ △１４．６ １０，１９３ △０．９

１７年 １月 ２，１４２ １１．６ ９４９ ６．９ １３，９５６ △３８．０ ６，６２４ △１２．６ ７，５５６ ４．８
２月 ２，４８５ ９．４ ８５３ ０．４ １１，６７１ △５８．７ ６，６０５ △３．２ ９，３２９ ７．２
３月 ２，４８９ △３７．１ ９０８ △２．７ １１４，７０５ △８．１ １５，９８３ △３．１ １６，１７４ １３．２
４月 ４，５９２ ５．０ ９６７ ０．６ １４０，３１７ △１４．２ １３，７７９ △１１．３ ９，１１４ ２．５
５月 ４，８５５ △５．４ １，０１９ ３．０ １１９，０４７ ５．７ ８，５８３ △０．４ ８，４２２ △２．７
６月 ５，２１０ △７．１ １，０９２ ２．４ １８０，９３５ １６．１ １３，０３０ △４．７ １１，３３９ ５．４
７月 ４，４０１ △６．７ １，１５３ ８．３ １３０，００９ △１５．４ １１，６６７ △１２．７ ８，９０６ １０．０
８月 ５，２２７ １０．７ １，０９２ ７．０ １１７，５４７ △１．７ １２，０４２ △０．２ ９，１９７ １３．４
９月 ５，０２３ １３．２ １，０８１ △０．２ １０５，９２２ ５．６ １４，１４９ ４．１ １３，２４８ ４．８
１０月 ６，００４ ４２．０ １，１５８ ９．１ ７２，５４０ △２２．１ １２，３７９ △１．４ ８，７１８ ８．５
１１月 ６，３６２ ５６．１ １，１１０ １２．６ ４１，４８２ △２４．５ ９，６１０ △０．９ ９，８７８ ０．２

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

年月

（邦暦）

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原計数

１３年度 １３，３８１ ３．９ ０．４７ ０．５６ ５．９ ５．２ ７９９ △１１．０ １９，５６５ ４．１
１４年度 １３，５８７ １．５ ０．４８ ０．５６ ６．０ ５．４ ７３３ △８．３ １８，５８７ △５．０
１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７

１６年７～９月 ３，９８７ △４．５ ０．５６ ０．８５ ５．３ ４．７ １１０ △２４．１ ３，３１０ △１４．１
１０～１２月 ２，９２３ △２．８ ０．５９ ０．９０ ５．４ ４．４ １３６ △０．７ ３，２９７ △８．８

１７年１～３月 ２，８０８ △０．５ ０．５８ ０．９１ ５．９ ４．７ １６８ １０．５ ３，１７６ △１３．４
４～６月 ２，９８４ △２．６ ０．５５ ０．９５ ５．０ ４．５ １３２ △１９．０ ３，２２５ △５．２
７～９月 ３，９９５ ０．２ ０．５９ ０．９７ ５．２ ４．２ １４２ ２９．１ ３，１６３ △４．４

１６年 １１月 ８７０ △３．０ ０．５８ ０．９１ ５．４ ４．４ ４０ △１１．１ １，０６４ △４．５
１２月 ９０８ △３．９ ０．６２ ０．９０ ↓ ４．１ ４８ ４．３ １，１０９ △２．０

１７年 １月 ８６５ △０．１ ０．６４ ０．９１ ↑ ４．５ ５４ １０．２ １，０２２ △１３．５
２月 ９２７ △１．１ ０．５６ ０．９１ ５．９ ４．７ ６４ ４２．２ １，０１４ △１２．５
３月 １，０１６ △０．４ ０．５３ ０．９１ ↓ ４．８ ５０ △１３．８ １，１４０ △１４．２
４月 ８２２ △２．３ ０．５３ ０．９４ ↑ ４．７ ３９ △３９．１ ９４６ △２３．５
５月 １，０３７ △３．０ ０．５７ ０．９４ ５．０ ４．６ ４７ △６．０ １，０７２ △１．６
６月 １，１２５ △２．４ ０．５６ ０．９６ ↓ ４．２ ４６ △６．１ １，２０７ １２．０
７月 １，２５３ ０．１ ０．５８ ０．９７ ↑ ４．３ ４８ ２６．３ １，０２４ △８．８
８月 １，４５１ ０．１ ０．６１ ０．９７ ５．２ ４．２ ５８ １１４．８ １，１５２ ５．０
９月 １，２９０ ０．４ ０．５９ ０．９７ ↓ ４．２ ３６ △２０．０ ９８７ △９．４
１０月 １，１７１ ２．３ ０．５７ ０．９８ － ４．５ ３８ △２０．８ １，１７１ ４．２
１１月 ８９６ ３．０ ０．５９ ０．９９ － ４．４ ５３ ３２．５ １，１１４ ４．７

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

主要経済指標（３）

― ２９ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１１７／本文／０２７～０２９　主要経済指標（北洋）  2006.01.30 14.24.40 
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